
 
 

京都市市税条例等の一部を改正する条例（令和２年６月２日京都市条例第   号）（行

財政局税務部税制課） 

  地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）が公布されたことに伴い，

次のとおり必要な措置を講じることとしました。 

１ 個人の市民税 

  ⑴ 令和３年度以後の各年度分の個人の市民税について，所得割の納税義務者が，ひ

とり親（現に婚姻をしていない者又は配偶者の生死の明らかでない者のうち，次に

掲げる要件を満たすものをいう。以下同じ。）である場合には，その者の前年の総

所得金額等から３０万円を控除します。（第１６条及び第２７条関係） 

   ア その者と生計を一にする一定の子を有すること。 

   イ 前年の合計所得金額が５００万円以下であること。 

   ウ その者と事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる一定の者がいないこ

と。 

  ⑵ 令和３年度以後の各年度分の個人の市民税における寡婦控除について以下の措置

を講じるとともに，寡夫控除を廃止します。（第１６条及び第２７条関係） 

ア ひとり親に該当する者は寡婦に該当しないこととします。 

イ 寡婦の要件に，その者と事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる一定

の者がいないことを加えます。 

ウ 扶養親族を有する寡婦の要件に，前年の合計所得金額が５００万円以下である

ことを加えます。 

  ⑶ 公的年金等受給者の扶養親族等申告書について，公的年金等受給者が単身児童扶

養者に該当する場合においてその旨の記載を不要とします。（第２８条の２の３関

係） 

  ⑷ 土地の譲渡等に係る事業所得等に係る課税の特例について，適用停止期限を令和

５年３月３１日まで延長します。（附則第１７条の６関係） 

  ⑸ 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例

の適用期限を３年延長します。（附則第１８条の２関係） 

⑹ 未成年者口座管理契約に基づき未成年者口座内上場株式等を譲渡した場合の譲渡

所得等に係る個人の市民税の非課税措置について，令和６年１月１日以後は，当該

個人に契約不履行等事由が生じた場合であっても，適用することとします。（附則

４



 
 

第１９条の３の３関係） 

⑺ 特定非課税累積投資契約に基づき非課税口座内上場株式等を譲渡した場合の譲渡

所得等に係る個人の市民税について，当該非課税口座内上場株式等に係る譲渡所得

等の金額とそれ以外の株式等に係る譲渡所得等の金額とを区分して計算する等所要

の措置を講じます。（附則第１９条の３の２関係） 

２ 法人の市民税 

  ⑴ 通算法人に係る法人税割の課税標準を法人税額とします。（第１６条関係） 

  ⑵ 敷地分割組合のうち収益事業を行わないものに対して，市民税の均等割を課さな

いこととします。（第１８条関係） 

３ 固定資産税及び都市計画税 

⑴ 相当な努力が払われたと認められる方法により探索を行ってもなお固定資産の所

有者の存在が不明である場合には，あらかじめ通知したうえ，その使用者を所有者

とみなして，固定資産税課税台帳に登録し，その者に固定資産税を課することがで

きることとします。（第３８条関係） 

⑵ 本市の区域内の土地又は家屋について，登記簿又は土地補充課税台帳若しくは家

屋補充課税台帳に所有者として登記又は登録がされている個人が死亡している場合

における当該土地又は家屋を所有している者（以下「現所有者」という。）は，現

所有者であることを知った日の翌日から３月を経過した日までに，固定資産税の賦

課徴収に関し必要な事項を申告しなければならないこととするほか，当該申告に係

る所要の罰則を設けます。（第５９条及び第６０条関係） 

  ⑶ 次に掲げる課税標準の特例が廃止されることに伴い，特例割合に係る規定を削除

します。（附則第７条関係） 

   ア 大気汚染防止法に規定する指定物質の排出抑制施設に係る固定資産税の課税標

準の特例 

   イ 都市再生特別措置法に規定する認定誘導事業者が認定誘導事業により新たに取

得した一定の公共施設等の用に供する家屋及び償却資産に係る固定資産税及び都

市計画税の課税標準の特例 

⑷ 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に規定する

一定の発電設備に係る固定資産税の課税標準の特例措置について，水力発電設備の

うち一定規模以上のものに係る課税標準をその価格に４分の３を参酌して１２分の



 
 

７以上１２分の１１以下の範囲内において市町村の条例で定める割合を乗じて得た

額とすることとされたことに伴い，当該割合を４分の３とするとともに，その対象

資産の取得期限を令和４年３月３１日まで延長します。（附則第７条関係） 

４ 市たばこ税 

卸売販売業者等が輸出若しくは輸出の目的で行われる輸出業者に対する売渡し又は

本邦と外国との間を往来する本邦の船舶又は航空機に船用品又は機用品として積み込

むための売渡しをする場合の課税免除の要件について，課税免除事由に該当すること

を証するに足りる書類の提出を不要としたうえ，申告書に課税免除の適用を受けよう

とするたばこ税額を記載し，かつ，課税免除事由に該当することを証するに足りる書

類を保存している場合に限り，適用することとします。（第８６条関係） 

５ 法人の市民税に係る延滞金の割合の見直し 

   法人の市民税の納期限の延長の適用を受けた場合の延滞金の割合は，各年の平均貸

付割合に年０．５パーセントの割合を加算した割合が年７．３パーセントの割合に満

たない場合には，その年中においては，その年における当該加算した割合とします。

（附則第３条の９関係） 

６ その他 

  ⑴ その他必要な規定の整備を行います。 

  ⑵ 上記１⑴及び⑵並びに５の改正は令和３年１月１日から，上記１⑺の改正は同年

４月１日から，上記２⑴の改正は令和４年４月１日から，上記２⑵の改正はマンシ

ョンの管理の適正化の推進に関する法律及びマンションの建替え等の円滑化に関す

る法律の一部を改正する法律（令和２年法律第  号）の施行の日から，その他の

改正は公布の日から施行します。 
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 京都市市税条例等の一部を改正する条例を公布する。 

  令和２年６月２日 

京都市長 門 川 大 作   

京都市条例第   号 

   京都市市税条例等の一部を改正する条例 

（京都市市税条例の一部改正） 

第１条 京都市市税条例の一部を次のように改正する。 

  第１３条第１項中「行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律」を「情

報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律」に，「「情報通信技術利用法」」を

「「情報通信技術活用法」」に，「情報通信技術利用法第３条第１項」を「情報通信技

術活用法第６条第１項」に改め，同条第２項中「情報通信技術利用法第２条第３号」を

「情報通信技術活用法第３条第５号」に改める。 

  第１６条中「，単身児童扶養者」を削る。 

  第２８条第１項第１号中「第３１４条の２第５項」を「第３１４条の２第４項」に改

める。 

  第２８条の２の２の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」に改める。 

  第２８条の２の３の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」に改め，同

条第１項中「若しくは単身児童扶養者である者」を削る。 

  第３８条第２項中「よって」を「より」に，「おいては」を「は」に改め，「これ

を」を削り，同項に後段として次のように加える。 

   この場合において，市長は，当該登録をしようとするときは，あらかじめ，その旨

を当該使用者に通知しなければならない。 

  第３８条第４項中「第３４３条第９項」を「第３４３条第１０項」に改め，同項を同

条第５項とし，同条第３項中「第３４３条第６項」を「第３４３条第７項」に改め，同

項を同条第４項とし，同条第２項の次に次の１項を加える。 

 ３ 法第３４３条第５項前段に規定する探索を行ってもなお固定資産の所有者の存在が

不明である場合（前項に規定する場合を除く。）には，その使用者を所有者とみなし

て，固定資産課税台帳に登録し，その者に固定資産税を課する。この場合において，

市長は，当該登録をしようとするときは，あらかじめ，その旨を当該使用者に通知し

なければならない。 

４



 
 

 
 

第４４条の見出し中「変電又は送電施設等に対する」を削り，同条後段中「同条第２

８項から第３０項まで」を「同条第２７項から第２９項まで」に改める。 

 第４４条の２中「第３４９条の３第１２項」を「第３４９条の３第１１項」に改める。 

 第５８条本文中「第３４３条第８項」を「第３４３条第９項」に，「第３８条第４

項」を「第３８条第５項」に改める。 

 第５９条第５項中「所有者」の右に「，現所有者」を加え，同項を同条第６項とし，

同条第４項の次に次の１項を加える。 

５ 現所有者（法第３８４条の３に規定する現所有者をいう。以下この条及び次条にお

いて同じ。）は，市長が定める課税上必要な事項を記載した申告書を現所有者である

ことを知った日の翌日から３月を経過した日までに市長に提出しなければならない。 

第６０条第１項中「第３４３条第８項」を「第３４３条第９項」に，「第３８条第４

項」を「第３８条第５項」に，「あっては」を「は」に，「第５８条又は」を「第５８

条若しくは」に改め，「第２項の規定により」の右に「，又は現所有者が同条第５項の

規定により」を加え，「おいては」を「は」に改める。 

第８６条第３項を同条第４項とし，同条第２項中「前項」を「第１項（法第４６９条

第１項第３号又は第４号に係る部分に限る。）」に，「第１６条の２の３」を「第１６

条の２の３第２項」に，「提出しない場合においては，適用しない」を「提出している

場合に限り，適用する」に改め，同項を同条第３項とし，同条第１項の次に次の１項を

加える。 

２ 前項（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の規定は，卸売

販売業者等が，同項第１号又は第２号に掲げる製造たばこの売渡し又は消費等につい

て，第８８条第１項又は第２項に規定する申告書に前項（法第４６９条第１項第１号

又は第２号に係る部分に限る。）の適用を受けようとする製造たばこに係るたばこ税

額を記載し，かつ，施行規則第１６条の２の３第１項に規定する書類を保存している

場合に限り，適用する。 

 第８８条第１項後段中「第８６条第２項」を「第８６条第３項」に改める。 

附則第３条の９第１項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準割合

（平均貸付割合（」に，「の規定により告示された割合」を「に規定する平均貸付割合

をいう。次項において同じ。）」に，「この条において同じ」を「この項において同

じ」に改め，「（以下この条において「特例基準割合適用年」という。）」を削り，



 
 

 
 

「当該特例基準割合適用年」を「その年」に，「おける特例基準割合」を「おける延滞

金特例基準割合」に，「当該特例基準割合に」を「当該延滞金特例基準割合に」に改め，

同条第２項中「特例基準割合適用年中」を「各年の平均貸付割合に年０．５パーセント

の割合を加算した割合が年７．３パーセントの割合に満たない場合には，その年中」に，

「当該特例基準割合適用年」を「その年」に，「特例基準割合と」を「当該加算した割

合と」に改める。 

  附則第７条第１項第１号中「及び第２号，第３３項第３号並びに第４５項」を「，第

３０項第３号及び第３９項」に改め，同項第２号中「附則第１５条第２項第６号及び第

３３項第２号」を「附則第１５条第２項第５号及び第３０項第２号」に改め，同項第４

号中「附則第１５条第３３項第１号及び第３８項」を「附則第１５条第３０項第１号及

び第３４項」に改め，同項第５号を削り，同項第６号中「附則第１５条第４４項」を

「附則第１５条第３８項」に改め，同号を同項第５号とし，同項第７号中「附則第１５

条第４７項」を「附則第１５条第４１項」に改め，同号を同項第６号とする。 

  附則第８条の２第２項中「平成３１年度適用土地」を「令和元年度適用土地」に，

「平成３１年度類似適用土地」を「令和元年度類似適用土地」に改める。 

  附則第１７条の６第４項中「令和２年３月３１日」を「令和５年３月３１日」に改め

る。 

  附則第１８条の２第１項及び第２項中「令和２年度」を「令和５年度」に改め，同条

第３項中「第３５条の２」を「第３５条の３」に改める。 

  附則第１９条の３の３第２項中「同項第２号」を「同条第４項第２号」に改め，同条

第３項前段中「１２月３１日」の右に「又は令和５年１２月３１日のいずれか早い日」

を加える。 

附則第２４条の２第１項及び第３項中「第３５条の２まで」を「第３５条の３まで」

に改め，「，第３５条の２」の右に「，第３５条の３」を加える。 

第２条 京都市市税条例の一部を次のように改正する。 

  第９条第１項第２号及び第３号中「，第４項若しくは第１９項」を「若しくは第３１

項」に改め，同項第４号中「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の８第３４項」

に，「同条第２３項」を「同条第３５項」に改め，同条第２項中「，第４項又は第１９

項」を「又は第３１項」に，「同条第２２項」を「同条第３４項」に，「第３２１条の

８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改める。 



 
 

 
 

  第１０条第３項及び第４項を削る。 

  第１６条中「，個別帰属法人税額」を削り，「寡夫」を「ひとり親」に改める。 

  第１７条の２第４項中「第４条の７」を「第４条の３」に改める。 

  第１８条第１項第５号中「及びマンション敷地売却組合」を「，マンション敷地売却

組合及び敷地分割組合」に改める。 

  第２７条の７第２項中「第３２１条の８第１項の規定により申告納付するものにあっ

ては同項」を「第３２１条の８第１項」に改め，「，同条第４項の規定により申告納付

するものにあっては同項に規定する連結法人税額の課税標準の算定期間の末日現在」を

削る。 

  第３２条の１１第１項中「おいては」を「は」に改め，同条第２項中「以下次条にお

いて同様とする。」を削り，「おいては」を「は」に改める。 

  附則第３条の９第２項中「及び第３項前段」を削り，「これら」を「同項」に改める。 

  附則第４条中「第１０条第１項及び第３項」を「第１０条第１項」に改め，「第３項

並びに」を削る。 

  附則第４条の２中「又は各連結事業年度分」を削る。 

  附則第４条の３第１項各号列記以外の部分中「又は各連結事業年度分」を削り，同項

第１号中「第２９２条第１項第４号の５」を「第２９２条第１項第４号の２」に改め，

「又は個別帰属法人税額」を削り，同条第２項中「第３２１条の８第１２項又は第１３

項」を「第３２１条の８第２３項又は第２４項」に改め，同条第３項を削り，同条第４

項中「第３２１条の８第１項の規定により申告納付する法人にあっては同項」を「第３

２１条の８第１項」に改め，「，同条第４項の規定により申告納付する法人にあっては

同項に規定する連結法人税の課税標準の算定期間の末日現在」を削り，同項を同条第３

項とし，同条第５項中「又は個別帰属法人税額」を削り，同項を同条第４項とし，同条

第６項中「又は連結法人税額の課税標準の算定期間」を削り，「第１項第１号中」を

「同号中」に改め，同項を同条第５項とし，同条第７項を同条第６項とする。 

  附則第６条の２中「，同条第７項又は第９項」を「，同条第４項」に，「それぞれ同

条第７項又は第９項」を「同項」に改める。 

  附則第１９条の３の２第１項中「又は」を「，」に改め，「「非課税累積投資契約」

という。）」の右に「又は同項第６号に規定する特定非課税累積投資契約（以下この条

において「特定非課税累積投資契約」という。）」を加え，同条第２項中「）又は」を



 
 

 
 

「），」に改め，「「累積投資勘定」という。）」の右に「，同条第５項第７号に規定

する特定累積投資勘定（以下この項において「特定累積投資勘定」という。）又は同条

第５項第８号に規定する特定非課税管理勘定（以下この項において「特定非課税管理勘

定」という。）」を加え，「又は非課税累積投資契約」を「，非課税累積投資契約又は

特定非課税累積投資契約」に，「又は累積投資勘定」を「，累積投資勘定，特定累積投

資勘定又は特定非課税管理勘定」に改める。 

（京都市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 京都市市税条例等の一部を改正する条例（平成３０年５月３１日京都市条例第１

号）の一部を次のように改正する。 

  第３条のうち第２７条第２項の改正規定中「寡婦（寡夫）控除額」を「寡婦控除額，

ひとり親控除額」に改める。 

  附則第１条第４号中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改め，同

条第５号中「平成３３年１月１日」を「令和３年１月１日」に改め，同条第６号中「平

成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に改める。 

  附則第５条第１項及び第２項中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」

に改め，同条第３項中「平成３２年１１月２日」を「令和２年１１月２日」に改め，同

条第５項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改め，同条第６項表

以外の部分中「３２年改正後の条例」を「２年改正後の条例」に改め，同項の表第９条

第１項第２号の項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改め，同表

第９０条の２第１項の項中「平成３２年１１月２日」を「令和２年１１月２日」に改め，

同表第９３条第２項の項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改め，

同条第７項中「３２年改正後の条例」を「２年改正後の条例」に改める。 

  附則第６条第１項及び第２項前段中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１

日」に改め，同条第３項中「平成３３年１１月１日」を「令和３年１１月１日」に改め，

同条第５項中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改め，同条第６項

表以外の部分中「３３年改正後の条例」を「３年改正後の条例」に改め，同項の表第９

条第１項第２号の項中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改め，同

表第９０条の２第１項の項中「平成３３年１１月１日」を「令和３年１１月１日」に改

め，同表第９３条第２項の項中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に

改め，同条第７項中「３３年改正後の条例」を「３年改正後の条例」に改める。 



 
 

 
 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各

号に定める日から施行する。 

 ⑴ 第１条中第２８条第１項第１号の改正規定及び附則第３条の９の改正規定，第２条

中第１６条の改正規定（「寡夫」を「ひとり親」に改める部分に限る。）並びに次条，

附則第３条第１項及び第２項の規定 令和３年１月１日 

 ⑵ 第２条中附則第１９条の３の２の改正規定 令和３年４月１日 

 ⑶ 第２条（前２号及び第５号に掲げる改正規定を除く。）の規定 令和４年４月１日 

 ⑷ 第１条中附則第１８条の２第３項及び附則第２４条の２の改正規定 土地基本法等

の一部を改正する法律（令和２年法律第１２号）附則第１項第１号に掲げる規定の施

行の日の属する年の翌年の１月１日 

 ⑸ 第２条中第１８条第１項第５号の改正規定 マンションの管理の適正化の推進に関

する法律及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律の一部を改正する法律（令

和２年法律第  号）の施行の日 

（延滞金に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の京都市市税条例（以下「改正後の条例」という。）

附則第３条の９の規定は，令和３年１月１日以後の期間に対応する延滞金について適用

し，同日前の期間に対応する延滞金については，なお従前の例による。 

（市民税に関する規定の適用区分） 

第３条 附則第１条第１号に掲げる規定による改正後の京都市市税条例第１６条及び第２

８条第１項第１号の規定は，令和３年度以後の年度分の個人の市民税について適用し，

令和２年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

２ 令和３年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る改正後の条例第２８条第１項

第１号の規定の適用については，同号中「地震保険料控除額」とあるのは，「地震保険

料控除額，ひとり親控除額（地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）

第１条の規定による改正前の地方税法（以下「旧法」という。）第２９２条第１項第１

１号に規定する寡婦（旧法第３１４条の２第３項の規定に該当するものに限る。）又は

旧法第２９２条第１項第１２号に規定する寡夫である第１７条第１項第１号に掲げる者

に係るものを除く。）」と，「同法」とあるのは「所得税法」とする。 

６２



 
 

 
 

３ 改正後の条例第２８条の２の３第１項の規定は，この条例の施行の日（以下「施行

日」という。）以後に支払を受けるべき所得税法第２０３条の６第１項に規定する公的

年金等（同法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。）について提出する改

正後の条例第２８条の２の３第１項に規定する申告書について適用する。 

第４条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の京都市市税条例の規定中法人の市

民税に関する部分は，令和４年４月１日以後に開始する事業年度（所得税法等の一部を

改正する法律（令和２年法律第８号）第３条の規定（同法附則第１条第５号ロに掲げる

改正規定に限る。）による改正前の法人税法（以下この項及び次項において「旧法人税

法」という。）第２条第１２号の７に規定する連結子法人（次項において「連結子法

人」という。）の連結親法人事業年度（旧法人税法第１５条の２第１項各号列記以外の

部分に規定する連結親法人事業年度をいう。次項において同じ。）が同日前に開始した

事業年度を除く。）分の法人の市民税について適用する。 

２ 令和４年４月１日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が同日前

に開始した事業年度を含む。）分の法人の市民税及び同日前に開始した連結事業年度

（旧法人税法第１５条の２第１項各号列記以外の部分に規定する連結事業年度をいう。

以下この項において同じ。）（連結子法人の連結親法人事業年度が同日前に開始した連

結事業年度を含む。）分の法人の市民税については，なお従前の例による。 

（固定資産税に関する規定の適用区分） 

第５条 改正後の条例第３８条第２項の規定は，令和３年度以後の年度分の固定資産税に

ついて適用し，令和２年度分までの固定資産税については，なお従前の例による。 

２ 改正後の条例第３８条第３項の規定は，令和３年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用する。 

３ 改正後の条例第５９条第５項の規定は，施行日以後に，同項に規定する現所有者であ

ることを知った者について適用する。 

４ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に取得された地方税法等の一部

を改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前の地方税法（以下

「旧法」という。）附則第１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定資

産税については，なお従前の例による。 

５ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された旧法附則第

１５条第３３項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税



 
 

 
 

については，なお従前の例による。 

６ 平成２８年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された旧法附則第

１５条第４０項に規定する家屋及び償却資産に対して課する固定資産税については，な

お従前の例による。 

（都市計画税に関する規定の適用区分） 

第６条 平成２８年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された旧法附

則第１５条第４０項に規定する家屋に対して課する都市計画税については，なお従前の

例による。 

（行財政局税務部税制課） 


